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2018（平成 30）年８月 31 日，沖縄県は辺野古埋立承認の取消（いわゆる撤




くのマスコミによって 10 月 30 日に報じられた 6。執行停止の効力は，決定書が







服審査法（昭和 37 年法律第 160 号）34 条４項の「処分，処分の執行又は手続
の続行により生ずる重大な損害を避けるために緊急の必要があると認めると
き」に該当すると判断された。

















（平成 31）年２月 24 日に実施された本件の賛否を問う県民投票の結果は，投





























































































琉球新報　2019 年１月 23 日 10:39
下：辺野古の埋め立て予定海域





























































































































































































































成 29）年 11月 15日に糸数慶子議員から「辺野古新基地工事に関する質問主意




































琉球新報　2019 年 3 月 5 日 09:55
「米軍普天間飛行場の移設に伴う名護市辺野古
の新基地建設で、立石雅昭新潟大名誉教授（地



























































































































































































沖縄等米軍基地問題議員懇談会 2019 年度第５回総会資料 49 によれば，ボー
リング調査は水面下 90 メートルまでは実施されていないにもかかわらず，防








































































法は，1921（大正 10）年に制定された法律であり，sufﬁcient consideration 




いる事件には，①大阪高判平成 17 年７月 27 日・LEX/DB 文献番号 25410445
（神戸空港建設事件），②福岡高判平成 17 年５年 16 日・LEX/DB 文献番号
28101683（諫早湾干拓工事差止事件），③神戸地判平成 16 年３月 30 日・LEX/
DB 文献番号 28091787（神戸空港建設事件），④熊本地判昭和 63 年７月７日・
LEX/DB 文献番号 27802481（火力発電所建設事件），⑤大分地判平成 19 年
３月 26 日・LEX/DB 文献番号 28131216（公有水面埋立免許処分取消請求事
件），⑥那覇地判平成 27 年２月 24 日 LEX/DB 文献番号 25506239（泡瀬干潟





















































































































































































































ただし，この数値は確認株数約４万 6,780 の内，約３万 4,450 がウスイロスゲ，
約 4,970 がエゾムグラであるように，株数の多い植物の生存率が反映されたも
ので，株数の少ない植物の生存率は実質的に捨象されている。つまり，本当の
絶滅が危惧されている（希少）種といえるものの数値ではないということにな
る。当時はまだ明らかでないものもあったが，ホソバツルリンドウは０％，ク
リンソウは 33.8％の生存率であるなど，生存率がかなり低い植物重要種があっ
たことは確認されていた。加えて，国による道路の建設工事によって，法面緑
化として外来種の植物が植え付けられたり，外来種の植物が侵入してきたりし
ている実態も確認された。
裁判所は，これらの確認事実をもって，国の保全措置が「必ずしも適切とは
いえない」とし，国の保全措置を正当化できないとして，過失を部分的には認
定しているようにも受け取れる。だが，裁判所は，「ある程度の成果」が得ら
れていることを評価してもおり，生物多様性の保全に「それなりの配慮」をし
ながら道路の建設工事を実施したものと認定している。そのため，直ちに国に
裁量権の逸脱があったということはできないと判断している。
つまり，裁判所の言う「ある程度の成果」と「それなりの配慮」とは，定量
的には植物重要種に関しては０％の生存率という種はあるものの，全体として
70％という成果をあげていること，そして定性的には，専門的知見に基づき個々
の希少種への具体的な対応がなされていることの結果であることが確認できる
ことである 70。
このように，代替地への移設・移植という手段は，希少種保護のための一つ
の措置として裁判所に受け入れられており，その成果は「それなりの配慮」に
基づき「ある程度の成果」が出たと実証できれば，事業者の裁量権の逸脱は問
われないということに，残念ながら決着しそうである。
以上のように，日本の希少種保護法制には，依然として多くの不十分さが認
70　拙稿 「道知事による道路事業負担金支出は財務会計上の義務に違反しないとされた事例」
新・判例解説Watch（2014，日本評論社）312頁。
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められる。こうした不十分さのために，本件でサンゴ礁生態系等がさらされて
いる絶滅リスクは，低いものではない。さらに，代替地への移設・移植という
措置によって，本件で露呈する問題点（措置が成功しない，つまり，希少種の
生存率が低いこと）は，法廷では救済されえない可能性が高い。
確かに，自然環境というものは，人為で操作可能なものとは言えないため，
施策の成果の確約は困難である。しかし，そうであれば，まずもって代替地へ
の移設・移植という措置はできるだけ事前に回避すべきであろうし，この手段
をとるのであれば，ある程度の成果を担保するための確証等が事前確認される
ことが望ましい。
むすび
埋立てを認めるのは県知事の権限であり，その権限行使の要件の一つとして
２号要件である環境保全および災害防止配慮が求められている。本稿では，本
件の経過，計画変更と環境影響評価および災害防止配慮の必要性，本件におけ
る希少種保護の方策等を検討してきた。それらにおける環境保全策および災害
防止配慮が，現状において十分といえるかについては，はなはだ疑問があると
ころであり，特に自然環境に対してはより順応的 71 な対処が求められる。とい
うのも，時間的経過や専門的技術的検討の進展に伴い，当初計画段階では明ら
かになっていなかった（明らかにできなかった）事象，環境保全策等の科学的
進展および防災意識の高まり等を踏まえたうえでの新たな知見の集積がなされ
てきたからである。こうした知見を生かすために，不十分ながらも順応的措置
を執るために規定されているのが環境影響評価法や公水法の計画変更条項等で
あり，これらを十分に生かすことが重要である。すなわち，公水法における設
計変更承認において，現況に則した環境影響評価と災害防止配慮評価を改めて
行い，適正な審査を経ることが求められていると考える。この過程は，ともす
71　拙著 『自然環境法を学ぶ』（2018，文眞堂）21-24頁。
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ると，当初の埋立承認の基礎となった環境影響評価法に基づく環境影響評価の
適法性に係る問題に発展しかねないが，その部分の理論的検討については他日
を期す所存である。
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